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Ⅰ 平成２７年度事業運営方針 

我が国の農林水産業においては、担い手の減少や高齢化が進み、さらには輸入

農産物等の増加や価格競争に伴う国内生産物価格の低迷などが、農林水産業を営

む人々の生産意欲を減退させている。また、我が国の農林水産業の将来に関わる

ＴＰＰ交渉は、早期妥結に向けた折衝が続けられている。 

東京においても、都市化の進展に伴う農地の減少、生産環境の悪化、労働力の

不足等の影響を受け、農地や森林の維持保全が一層困難な状況になっている。 

  しかしながら、東京の農林水産業は、都民に身近な生産地として、新鮮で安全

な食料を供給するとともに、緑豊かな農地や森林は、都民の快適な生活環境の確

保や地域の景観形成に重要な役割を果たしている。さらに、緑地機能や災害時の

オープンスペース機能、生物多様性を保全する自然環境の維持機能、ヒートアイ

ランド防止機能など多くの重要なはたらきを備えている。 

以上のように、東京における農林水産業の意義と役割を十分に認識し、東京の

農林水産業を振興、発展させることは、将来にわたる重要な課題である。 

当財団は、東京都、区市町村及び関係団体と密に連携しながら、東京の農林水

産業を活力ある産業として発展させ、かつ農地や森林が持つ多面的機能を十分発

揮させるため、農業後継者の育成や経営支援、森林の整備、種畜・種苗の供給な

ど様々な事業を展開し、着実に事業効果を出していくよう努めていく。試験研究

部門においても、農畜産物の品種改良や新しい生産技術の開発などを行い、都民

や農林水産業者のニーズに応えるため、農林水産業の発展を技術面から支えてい

く。 

さらに、開催まであと５年となった２０２０年東京オリンピック･パラリンピ

ック競技大会開催を見据え、財団が持つ経営資源を活用し、大会成功への貢献を

行うという使命感のもとに事業を運営していく。 

また、内部管理においては、引き続き、コンプライアンス及び情報の共有化を

徹底し、東京都の公益財団法人として、透明性の高い一体化した組織として事業

運営を行っていく。さらに、財団の自主性を高めるための固有職員の育成、災害

等に対する危機管理能力の維持・向上などに努めていく。 

経営方針 

１ 都の農林水産業振興施策の一翼を担いつつ、公益性の高い事業を実施する。 
２ 常に地域経済に貢献できる試験研究・開発を行い、都民と地域社会の期待に 

応えていく。 
３ 公益財団法人としてコンプライアンスを徹底し、常に都民の信頼を得る。 
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Ⅱ 事業計画内容 

１ 後継者等対策事業（公益目的事業１） 

  将来の農林水産業を担う後継者等に対し、各種研修への参加や自主研究活動等の奨励、

配偶者確保等の支援を行う。また、新しい事業展開や経営の高度化を目指す農林水産事業

者に対し、技術習得の支援などを行うことにより、活力ある東京都の農林水産業と都民生

活に寄与する。 

なお、これらの事業を行うにあたっては、区市町村、農業団体との連携を図りながら進

めていく。 

 

（１）新規就業者支援事業 
農林水産業に就業する際に必要な技術的研修等の各種の支援を行う。 

 

① 青年等就農促進事業 

東京都から指定を受けた「青年農業者等育成センター」として、青年農業者（新規

就農者及び就農希望者、農業後継者）の円滑な就農を支援する。 

 

ア 就農支援活動 

就農啓発等のための広報活動及び就農促進のための企画会議の開催、調査活動を

実施する。 

イ 就農相談活動 

相談員を配置して、就農相談に対応し、新規就農等を支援する。 

ウ 新規就農者動向・実態調査 

    平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日までに都内各区市町村に就農した者

を調査し、その動向を把握する。また、その対象者に対して、就農時と現在の経営

状況、生産や販売の考え方等について実態調査を行う。 

  エ 青年農業者等育成 

    東京都農林水産業技術交換大会の開催（年１回）、全国農業青年交換大会等への派

遣など青年農業者の啓発、研究、交流活動を支援する。 

  オ 就農促進のための現地農業体験 

    都内の就農希望者に対し、就農が見込める都内の市町村において農作業体験を実

施し、新規就農を促進する。 

カ 就農支援資金債権管理 

新規就農者に無利子で貸し付けた、就農に必要な資金（研修資金、準備資金、施

設資金）の債権を管理する。 

 

② 農業後継者育成事業 

東京の農業を担う農業後継者の資質の向上を図るため、各種研修への参加や開催支
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援を行なう。また、農業後継者の配偶者確保を目的とした交流会を実施し、後継者が

パートナーを得て東京農業の安定した担い手に育つよう支援する。このほか、女性農

業後継者やこれから農業に就農しようする農業後継者の交流等の支援を行う。 

 

ア 就農のための技術研修助成 

新規就農者や農業後継者が農業経営を開始するにあたり、技術の習得及びその向

上のために受講する以下の研修に対し助成する。 

・公立研究機関及び先進経営体への研修（対象：１０名） 

・八丈町・神津島・大島での農業担い手育成研修センターでの研修（対象：６名） 

・その他、財団が認める研修 

イ フレッシュ＆Ｕターン農業後継者セミナー支援 

農業後継者や新規就農者の技術習得を目的に開催される「フレッシュ＆U ターン

農業後継者セミナー」に協賛し、その運営費を助成する。（第 11 期） 

ウ 意欲的農業者支援セミナーの実施 

「意欲的農業者支援セミナー」を東京都と共催し、企業的経営者や認定農業者、

地域農業のリーダーを目指す意欲的な農業経営者に対して、経営者マインドを持つ

担い手として育成するための研修等の実施を支援する。（第 6 期） 

エ 農業後継者とのふれあい交流会の実施（年３回） 

独身の農業後継者と独身女性との魅力ある交流会を開催する。 

また、女性農業後継者の親睦及び資質向上を図る交流会等を開催する。 

オ ふれあい活動を通じた配偶者確保支援（対象：５団体） 

地域で行う農業後継者と独身女性との交流活動に対して、その運営費を助成する。 

カ 農業後継者育成・支援 

他産業に従事している農業後継者を対象に、先輩や後継者同士の出会いの場や学

習会等を開催して就農を支援する。（１地区） 

また、農業後継者を対象とした研修生を受け入れた農家に対して助成を行う。（農

家３戸） 

 

（２）経営活動促進事業 
新しい事業展開や経営の高度化・近代化のための研究及び研修活動等を促進するため、

農林水産業後継者団体が行う自主的な活動を支援する。 

 

① 自主活動支援事業 

後継者団体が、地域で抱える課題等の解決に向けた自主的な活動に対し支援する。 

ア 自主研究活動助成（対象：１０団体） 

農林水産業後継者団体が実施する研究活動に対し助成する。 

イ 研修活動助成（対象：４０団体） 

農林水産業後継者団体が主催する経営技術向上のための研修会や先進地視察に対

し費用の一部を助成する。 
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ウ 販売促進等活動助成（対象：１０件） 

後継者及び後継者団体が、知的財産の取得及び活用、農産物販売促進のための活

動等に必要な費用の一部を助成する 

 

（３）都民交流事業 
農林水産業に対する理解を促進するため都民と農林水産業者との交流を図るととも

に、新しい農業の担い手であるボランティアを養成する。 

 

① 生産者と都民との交流 

都民にとって身近な農地で安全・安心な農産物を提供している都市農業を持続させ、

その重要性について理解を深めるとともに、生産者が都民の農林水産業に対する期

待・要望や消費者ニーズ等を把握するための交流活動を推進する。 

ア 生産者と都民の交流活動協賛事業（対象：２団体） 

各地域で開催される農業体験等を通じた都民との交流活動に協賛し、その運営に対

し助成する。 

イ 地産地消推進事業 

・「地産地消」をテーマとした生産者と都民の交流会を開催する（1 回）。 

・都市農業のＰＲと東京農産物の消費拡大・販売促進のため、各種イベントを実

施及び参加する。 

 

② 都民と進める食と農の体験事業 

都民・学童を対象に、東京農業への理解促進や普及啓発を図るとともに、健康な心

身と豊かな人間性を育むため、生産現場における農家との交流・体験学習活動や企業

等と連携した食育活動を推進する。 

ア 畜産ふれあい体験活動事業 

家畜ふれあい体験や飼養管理体験の実施、畜産物加工品作り体験を行い、畜産に

対する理解促進、消費拡大を図る。 

イ 農業体験・食育事業 

種まきや収穫などの農業体験、料理教室や食育講座などの食育活動を実施し、農

業に対する理解促進と健全な食生活習慣を培う。 

 

③ 東京の青空塾 

地域を対象に、農業に関心を持つ都民の参加・協力により、農業者と都民との交流

を図りながら、新しい農業の担い手である援農ボランティアを養成、受入農家を支援

する。 

ア 援農ボランティア養成 

・養成人数：８０名 

・コース ：野菜、花卉、果樹、植木の４コース 

・養成講座（中央研修）の実施 
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・援農ボランティアの認定 

イ 地域推進組織支援 

・各地区の開（閉）講式、養成講座や視察研修への協力及び支援 

ウ 地域推進組織の活動促進 

・援農ボランティアに対する調査及びボランティア傷害保険加入手続き支援 

・新規参加に向けた取組みへのアドバイス等の実施 

エ 長期継続ボランティアの表彰 

・青空塾を修了後、５年以上の長期継続ボランティアを表彰 

 

（４）林業労働力確保支援センター事業 
森林整備の担い手となる新規就業者への支援や林業従事者の育成を行うとともに、林

業事業体における雇用管理の改善を進め、林業労働力の確保を図る。 

 

① 林業就業支援事業 

林業への就業希望者を対象に、森林・林業に関する基礎知識及び林業労働安全教育

等に関する研修を行う。 

・研修内容：森林・林業知識、実地研修、安全講習、就業・生活相談、施設見学会 

・研修期間：１８日間 年１回 １０名  

 

② 「緑の雇用」現場技能者育成対策事業 

林業事業体に新規就労した現場技術者を対象に、林業に必要な知識・技術を身につ

けられるよう体系的なプログラムに基づき集合研修及び指導・監督を行う。 

・１年目研修 ２事業体  ４名（２７年度都内新規就労見込） 

・２年目研修 ５事業体   ５名（２６年度都内新規就労者） 

・３年目研修 ６事業体   ７名（２５年度都内新規就労者） 

 

③ 林業就業促進資金貸付事業 

 林業に新規参入しようとする者の就業の円滑化を図るため、研修への参加や林業機

械の調達等の就業の準備に必要な資金を無利子で貸し付ける。 

・就業研修資金（貸付枠：200 千円）、就業準備資金 (貸付枠：850 千円) 

 

④ 森の技術者育成事業 

東京の地形や地質等の条件に応じて、効果的な森林作業道を設計、作設できる高度

な技術者を育成する。 

・研修日数３０日間、１０名 

 

⑤  森林整備担い手確保対策事業 

森林整備の担い手である基幹現場技術者等へ技能研修を実施する。 

・ ＫＹＴ（危険予知訓練）研修（１回） 
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・ 指導員育成研修（１回） 

 

⑥ 林業事業体強化育成事業 

厳しい経営環境のもと零細な民間林業事業体を経営面から支援することにより、雇

用の受け皿となる林業事業体の体質強化と雇用環境の改善を促す。また、このことに

より安定した林業技術の継承による効率的な森林整備を促進する。 

ア 元請けなど、自立した事業体へ移行するための法人化や入札参加資格取得への

相談・指導、一部費用の助成（指導員１名） 

イ 法人化への助成 (１/２助成） 

ウ 林業機械レンタル料等の助成 (１/２助成） 

 

⑦ 宿舎借り上げ助成事業 

林業事業体が新規就業者及び季節労働力を安定的に受け入れるために必要な宿舎の

借上げに要する経費を助成する。 

・新規就業者用（１０戸）及び都外雇用者用（１棟） 

 

⑧ 地域林業雇用改善促進事業 

 林業雇用改善アドバイザー（１名）を設置し、林業事業体等の相談指導を実施する。 

 
（５）情報提供・普及啓発事業 

農林水産業に関する情報提供や各種イベント等を通じた普及啓発活動により、東京

の農林水産業の振興に寄与する。 

 

① 東京農業ＷＥＢサイト運営事業 

東京都、農業団体等が構築したＷＥＢサイトの管理・運営を受託し、都民に対する

東京農業や農地の働き、農畜産物・特産品、食の安全・安心などの情報を総合的に発

信する。 
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２ 経営安定対策事業（公益目的事業２） 

法律等に基づき行う生産者に対する経営安定対策として、以下の事業を実施する。 

 
（１）農作業サポーター支援事業 

市街化区域内農地の遊休化・低利用化を防止するため、区市・農業委員会やＪＡ等と

の連携を強化し、多様な担い手を活用することにより、農地の保全・利活用を促進する。 

 
① 農作業受託組織の育成 

農作業受託組織がない地域のＪＡを対象に、農作業受託組織の立ち上げ支援等普及

活動を展開し、農作業受託組織を育成する（研修会２回）。 

② 援農サポーター等育成支援 

援農ボランティアへの意向状況調査を行い、各地域や青空塾で育成された援農ボラ

ンティア等を対象に、農業機械オペレーターや果樹栽培の援農を希望する者を応募・

選抜し、現地等で実践研修を実施する。また、区市の枠を超えた援農活動を促進する

ため、広域のボランティア登録・派遣等を行う。 

 

（２）東京農業の産業力強化支援事業 
農業経営のさらなる向上や新しい分野への挑戦、取引先の開拓などに取り組み、自ら

の農業経営を発展させようとする意欲ある農業者(個人、グループ等)に対して、財団内

に設置している「チャレンジ農業支援センター」において、支援ニーズに合わせてマー

ケティング、流通、経営、情報等の専門家を派遣して、直接アドバイスを行う。 

 
① 啓発事業 

農業経営に関する意欲の増進を啓発するため、講演会等を開催する。（３回） 

② 相談事業 

相談窓口を設置するとともに直接訪問して、農業者が抱える多様な課題の相談に 

あ乗って課題の整理を行う。（５０件） 

③専門家派遣事業 

経営、マーケティング、流通、情報等の専門家を登録して、支援を希望する農業者

やそのグループ等の課題解決に必要な専門家を派遣して支援する。（５０農業者等） 

④ 業務推進委員会の開催 

事業の効果的推進を図るため、業務推進委員会を開催する。（２回） 
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【チャレンジ農業支援センターによる支援のしくみ】 

 
 

 

（３）農地保有合理化事業 

経営規模の拡大や農地の集団化等を推進し、農業の生産基盤である農地を保全するた

め実施していた農地保有合理化法人としての事業実施は平成 25 年度末で廃止となった。

しかし、これまでに農地保有合理化事業で当財団が買入れ又は借入れて現在保有してい

る農用地等については、法律に基づき契約満了まで事業を継続していく。 

 
平成２６年度末農地保有面積及び２７度末農地保有面積（計画）表中の（ ）内は件数 

事   項   別 
売買事業 

（一時保有） 

貸借事業 

（管 理） 
合  計 

平成２５年度末保有・管理農地 
8,332 ㎡

（2 件） 

70,880 ㎡ 

（8 件） 

79,212 ㎡

（10 件） 

平

成

26
年

度 

売渡農地面積 ― ― ― 

貸借契約解除農地面積 ― 
△18,895 ㎡ 

（△2 件） 

△18,895 ㎡ 

（△2 件） 

平成２６年度新規実績 ― ― ― 

年度末保有・管理農地 
8,332 ㎡ 

（2 件） 

51,985 ㎡ 

（6 件） 

60,317 ㎡ 

（8 件） 

平成２７年度計画事業整理規模 ― 
△40,657 ㎡ 

（△1 件） 

△40,657 ㎡ 

（△1 件） 

平成２７年度末計画保有・管理農地 
8,332 ㎡ 

（2 件） 

11,328 ㎡ 

（5 件） 

19,660 ㎡ 

（7 件） 

 

 

 

 

 

チャレンジ農業 支 援 セ ン タ ー農業経営の向上と発展に

取組む農業者

①広報・

講演会等

②相談

支援申込

③訪問

④派遣

専門支援

農業改良普及組織との連携

各分野の専門家の登録

○流通企業出身のコンサルタント

○スーパーのバイヤー経験者

○卸売市場の業務経験者

○食品企業の製造部門責任者

○飲食店チェーン経営者

○飲食関係出版社の編集者

○マーケティングコンサルタント

○中小企業診断士

○経営コンサルタント

○税理士

○弁護士

○ＩＴアドバイザー

○・・・・・・・・・・ 等

【支援対象】

○認定農業者など経営意欲ある農業者（新規就農

者、後継者も含む）とそのグループ・団体等（農業

法人、営農集団、ＪＡ等を含む）

【支援事例】

○既存の販路を転換して新販路を開拓したい

○養豚農家のレストラン開設による多角化

○自家生産野菜を活用した新商品の開発と販売へ

の進出

○農総研開発の「東京ゴールド」の東京ブランド化

への取組み

○明日葉の生葉の業務用販路の開拓

○江戸東京野菜の生産・販売拡大の取組み

【支援内容】

(1)啓発

・区市町村、ＪＡ、普及センター、

農業会議等と連携した広報

・農業者の経営意欲の増進を図る

講演会等の開催

(2)相談

・訪問相談、相談会開催等

・農業者の支援ニーズ把握

(3)専門家の派遣支援

・専門家の登録

・支援計画と専門家の選択

・専門家の派遣支援

普及関係組織（農業振興事務所・各農業改良普及センター）等

綿 密 な 連 携
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（４）農地中間管理事業【新規】 

  農地を継続的に有効活用し、担い手の経営の規模拡大等による農地利用の効率化・高

度化を促進するため、農業振興地域における農地の借受け、貸付け等を行う農地中間管

理機構の指定を受け、担い手への農地集積・集約化を支援する。 

 
【根拠法令等】農地中間管理事業の推進に関する法律（平成 25 年 12 月 13 日法律 101 号） 

 
① 農地中間管理機構の指定：平成 26 年 11 月 21 日 

② 事業対象地域：農業振興地域 

※農業振興地域のある市町村：八王子市、青梅市、あきる野市、瑞穂町、日の出町、

大島町、新島村、神津島村、三宅村、八丈町（計 10 市町村） 

③ 27 年度事業実施規模：2ha 

④ 主な事業内容 

ア 借受けを希望する者を公募、リスト化し公表 

イ 農地の出し手から農地を借受け（農地中間管理権の取得） 

ウ 事業規定に基づき担い手を選定（貸し借りのマッチング） 

エ 担い手に農地を貸し付け（農用地利用配分計画の公告） 

⑤ その他 

ア 事業推進 

・関係機関等と事業推進会議の実施 

・事業実施市町村との現地対策会議の実施 

・相談窓口の設置（市町村へ業務委託） 

   イ 評価委員会の開催 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農

地

の

受

け

手

連携

１ 賃貸借を主体とした事業展開 

２ 農地の受け手の公募 

３ 相談窓口の設置など 

 

 

 

   農地の貸付先の決定 

農地中間管理機構（都道府県に1つ設置）

農用地利用配分計画 

農

地

の

出

し

手

農

地

の

受

け

手

市町村・農業委員会 

一部業務委託

借
受
け

貸
付
け
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３ 生産安定対策事業（その他の事業１） 

法律等に基づき、都民の消費生活を支えるとともに、野菜及び肉用牛農家に対する生

産安定対策として、以下の事業を実施する。 
 

（１）野菜価格安定対策事業 

天候などの影響により、対象野菜の市場価格が保証基準額を下回った場合に生産者に

対して価格差の補填を行う。そのための資金を国、都、町村、生産者が、それぞれ負担

割合に応じ造成する。 
【根拠法令】野菜生産出荷安定法(昭和４１・７・１法律１０３号) 
① 出荷予約数量：３５２７．６トン（うちアシタバ１０７．６８トンは都単独事業) 

② 野菜価格差補給資金の造成及び管理 

価格差補給交付金交付予約数量に基づき資金を造成し、補給交付金交付に伴う資金の

管理運営を行う。 

○ 国 ：独立行政法人農畜産業振興機構へ資金造成補助を行う。 

○ 都 ：東京都農林水産振興財団へ資金造成補助を行う。 

○町 村：東京都農林水産振興財団へ資金造成補助を行う。 

○生産者：東京都農林水産振興財団へ資金造成を行う。 

③ 補填対象野菜 
８品目 

こまつな、カリフラワー、ブロッコリー、ほうれんそう、 
キャベツ、だいこん、にんじん、アシタバ（アシタバは都単独事業） 

④ 造成予定額 
（単位：千円） 

区 分 国庫事業 都単事業（アシタバ） 

国庫助成金（機構で造成） (1/2) 33,242  0 

東京都造成資金 (1/4) 16,621 (1/2) 4,963 

町村造成資金  0 (1/4) 2,482 

生産者造成資金 (1/4) 16,621 (1/4) 2,482 

合  計 66,484 9,927 

カッコ内は造成割合 

【事業のしくみ】 

（７品目）                   （アシタバ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 

東京都 

消 
 

費 
 

者 

（独）農畜産振興機構 

（公財）東京都農林水産振興財団

資金造成補助 

対 

象 

市 

場 

等 

資金造成補助 

出荷 

予約・負担金 補給交付金

出荷   予約・負担金     補給金 

生   産   者 

   計画書  補給助成金 

供給計画 

供給計画協議 

 共同出荷組織等（各農協） 町 村

資金造成補助 

(

安
定
供
給) 

東京都

資金造成補助 

供給計画 

供給計画 

対 

象 

市 

場 

等 

消 
 

費 
 

者 

(

安
定
供
給) 

出荷 
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（２）畜産振興事業 

① 肉用子牛価格安定対策事業 
肉用牛生産基盤の拡大や良質な牛肉の安定供給に資するため、肉用子牛の価格が低

落した場合に、生産者に対して生産者補給金を交付することにより、肉用子牛の生産

の安定及び肉用牛経営の安定的発展を図る。 

 

ア 肉用子牛生産者補給金制度 
肉用子牛の平均売買価格が、国が定めた保証基準価格を下回った場合に補給金を

生産者に交付する。 
【根拠法令】肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和６３・１２・２２ 法律９８号） 

 
・生産者積立金の造成計画 

（農畜産業振興機構 1/2、都 1/4、生産者 1/4） （単位：円） 
区  分 計画（頭） 積立金額 

 黒毛和種 104 228,800 

交 雑 種 20 100,000 

乳 用 種 21 266,700 

合  計 145 595,500 

 
イ 肉用牛繁殖経営支援事業 

肉用子牛生産者補給金制度を補完し、子牛価格が発動基準を下回った場合に差額

の一部を補てんすることにより、繁殖経営の所得を確保し、肉用牛繁殖経営の安定

に資する。 
対象戸数 生産者補給金交付契約締結生産者 １３戸 

 
② 肉用牛肥育経営安定特別対策事業 

販売した肉牛の平均粗収益が平均生産費を下回った場合にその差額の８割を上限と

して肥育農家に補てん金を交付することにより、肉牛として出荷するまでに相当の期

間と経費がかかる肥育経営の安定を図る。 
 

ア 補てん金の交付 
肥育牛１頭当たりの月毎の平均粗収益が月毎の平均生産費を下回った場合に補

てん金を生産者に交付する。 
 

イ 生産者積立金の造成計画 
 （農畜産業振興機構 3/4、生産者 1/4）) （単位：円） 

区  分 計画（頭） 積立金額 
黒毛和種 220 15,840,000 

交 雑 種 10 1,200,000 

乳 用 種 0 0 

合  計 230 17,040,000 
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【事業のしくみ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 

東京都 

消 
 

費 
 

者 

（独）農畜産振興機構 

（公財）東京都農林水産振興財団 

基金造成補助 

食
肉
市
場 

等 

基金造成補助 

出荷 

登録申込預かり   補給金交付 

出荷  登録申込・負担金 補給金 

生   産   者 

実施計画書   補給助成金 
・支援団体 

 子牛：全国肉用牛振興基金協会 

肥育：中央畜産会 

事務委託先等（全農東京・青ヶ島村等） 

肥育事

業につ

いては

東京都

は補助

してい

ない 

(

安
定
供
給) 

肥
育
生
産
者 

等

販売 
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４ 森林整備事業（公益目的事業３）

林業の低迷により手入れの行き届かない森林が増えている。こうした森林を整備するた

め、分収契約や森林整備協定などにより森林所有者や都市住民などと協働して森林を整備

する。

（１）分収林事業

分収林契約に基づく保育計画により、既契約地の保育管理等を行う。また、平成２８

年度以降に契約満了を迎える契約地の材積調査等を行う。

なお、木材価格の低迷等により、収支の悪化が懸念されるため、平成１９年度以降は

新規契約を中止した。

① 二者分収林

ア 二者分収造林

契約地の保育作業を行う。

・契約地 ６か所 13.38ha

・契約期間 50 年間

・分収割合 土地所有者 30%：財団 70%

・保育管理 (見回り管理：６か所 13.38 ha）

イ 二者分収育林

契約地の保育作業を行う。

・契約地 １２２か所 500.02ha

・契約期間 契約時～50 年生もしくは 80 年生になるまで

・分収割合 土地所有者 20～40％：財団 60～80％

・保育管理 (間伐：６か所 26.42ha、見回り管理：１０８か所 353.77ha、

境界整備：１４か所 63.07ha、作業路改修 400m)

・調査等 (材積調査：１４か所 63.07ha)

・27 年度契約期間満了 １１か所 83.18ha

② 三者分収育林

都民に森のオーナーとして育林費を負担してもらい、森林の整備を行う。

ア 契約の状況

・契約地 ７か所 69.84 ha

・森のオーナー数 698 名（721 口）

・契約期間 契約時～50 年生になるまで

・分収割合 土地所有者 40％：森のオーナー50％：財団 10％

イ 契約地の保育管理を行う。

・調査等 （材積調査：１か所 13.58ha）

ウ 分収林地の処理を行う。

・神戸の森 7.05ha 森のオーナー数 75 名（75 口）
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・栃寄の森 10.32ha 森のオーナー数 112 名（112 口）

・川のりの森 10.57ha 森のオーナー数 113 名（113 口）

・深沢の森 9.32ha 森のオーナー数 94 名（94 口）

分収育林契約の処理計画及び実績 （上段：面積【ha】、下段：件数）

市町村名
処分計画及び実績

摘 要
Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 計

奥多摩町
1.81 8.15 12.38 8.32 96.15 126.81 H27は三者分収を含

む1 2 2 2 9 16

青梅市
2.54 2.12 4.66

2 1 3

あきる野市
0.66 12.88 13.54 H27は三者分収を含

む1 2 3

日の出町

檜原村
1.13 30.68 11.68 2.42 9.98 55.89 H25･27は三者分収

を含む1 6 3 2 3 15

八王子市
1.40 １.40

１ 1

計
2.94 10.69 31.34 24.06 12.86 120.41 202.30

2 4 7 5 5 15 38

※Ｈ22～Ｈ26年度は実績。Ｈ27年度は計画。

※全体 38 件のうち 33 件は二者分収育林契約、5 件は三者分収契約。

③ 奥多摩・昭島市民の森

昭島市にオーナーとして造林費を負担してもらい、森林の整備を行う。

ア 契約地（奥多摩町氷川字大沢入）の概要

・契約面積 1.44 ha

・契約期間 平成 16 年 5 月 1 日から平成 67 年 4 月 30 日まで

・分収割合 土地所有者 30％：財団 35％：緑化協力者 35％

イ 契約地の保育管理

・見回り管理

ウ その他

・イベント調整

④ 航空電子グループの森

航空電子グループにオーナーとして造林費を負担してもらい、森林の整備を行う。

ア 契約地（奥多摩町氷川字大沢入)の概要

・契約面積 1.33 ha

・契約期間 平成 16 年 6 月 18 日から平成 67 年 3 月 31 日まで
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・分収割合 土地所有者 30％：財団 35％：緑化協力者 35％

イ 契約地の保育管理

・見回り管理

ウ その他

・イベント調整

（２）都民との協働による森林づくり事業

都民や企業、自治体等との協働による森林整備を推進するため、森林整備協定や受託

により森林づくり事業を実施する。

① 二俣尾・武蔵野市民の森

武蔵野市、森林所有者、財団の三者で締結した森林整備協定に基づき、森林の保育

管理及び啓発事業等を受託して行う。

ア 整備地の概要

・協 定 地 青梅市二俣尾

・面 積 7.02 ha

・協定期間 平成 23 年 4 月 1 日から平成 28 年 3 月 31 日

イ 森林保育管理

・間伐

・枝打

ウ 啓発事業

・武蔵野市民向けの森の市民講座 年５回開催

エ 協議会の開催

・年１回

② 奥多摩・武蔵野の森

平成２６年度に武蔵野市、奥多摩町、財団の三者で新たに締結した森林整備協定に

基づき、森林整備を行う。（当初開始年度：平成１６年度）

ア 整備地の概要

・協 定 地 奥多摩町氷川字逆川のシカ被害地

・面 積 3.35 ha

・協定期間 平成 26 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日まで 5 年間

・植栽樹種 広葉樹

イ 森林保育管理

・シカ柵等の見回り管理

・歩道の改修等

・植生調査

ウ 運営委員会の開催

・年２回
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③ 都有保健保安林の利用調整等業務

東京都八王子市にある木下沢都有保健保安林に係る以下の業務を東京都から受託し、

都民向け情報発信とともに、森林ボランティアグループの活動を支援する。

・都民等への情報の提供

・森林整備に協力する団体等に対する指導と調整

・森林整備に供する資材等の提供

・規模 11.70 ha

④ とうきょう林業サポート隊の運営【新規】

森林ボランティアのリーダー育成や林業の担い手を開拓するため、東京都の委託を

受け、サポート隊の募集・登録、林業技術の研修実施、ボランティア活動に関する情

報収集などの業務を東京都森林組合と連携して行う。

・週１～２回の研修（実技、座学）

・１００名のサポート隊登録

（３）都行造林事業

模範的な森林整備を進め、水源涵養、国土保全、森林の公益的機能を確保するととも

に、林業関係者の造林意欲の向上や林業労働者の雇用の確保等により地域林業を振興す

るため、東京都が行う都行造林事業のうち、多摩地域の 925.18ha の維持管理を東京都

から受託し、施業計画に基づき保育管理や都の処分方針に基づく事務処理を行う。

① 事業内容

ア 保育施業の委託(施業計画に基づき保育等を行う)

イ 造林地の管理

ウ 造林地契約事項に係る事務処理

エ 造林地台帳の整理

オ 造林処分地の調査

② 対象林

造 林 事 業 名 施業面積(ha) 施業内容

御大典記念 68.29 標柱整備・境界刈払・

歩道整備

紀元２６００年記念 74.91 標柱整備・境界刈払・

歩道整備

御成婚記念 306.07 間伐・標柱整備・境界

刈払・歩道整備

オリンピック記念 133.60 標柱整備・境界刈払・

歩道整備

多摩森林育成 342.31 間伐・枝打・標柱整備・

境界刈払・歩道整備

合 計 925.18
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③ 処分状況

年度 年度当初施業面積 契約解除など処分状況

２５ 999.60ha

処分面積 36.03ha（御成婚記念 10.32ha 2600 年

記念 25.71ha）

＜うち花粉事業による処分 36.03ha＞

２６ 963.57ha

処分面積 38.39ha（御成婚記念 16.72ha 御大典

記念 15.67ha オリンピック記念 6.00ha）

＜うち花粉事業による処分 20.90ha＞

２７見込 925.18ha

処分面積 21.78ha（御成婚記念 14.78ha 御大典

記念 7.00ha）

＜うち花粉事業による処分 16.50ha＞

※ 施業面積は、除地を除く管理面積のことであり、契約面積とは一致しない。

※ 処分面積は、契約解除をした面積として契約面積を記載している。

（４）森林循環促進事業

平成 18 年度からスギ林を伐採して花粉の少ないスギ等に更新する主伐事業を実施し

てきた。平成 27 年度からは民間主体の伐採への支援も行うなど事業の仕組みを再構築

し、森林循環を促進し、花粉削減と多摩産材の安定供給を図る事業を 10 年間の計画で

実施する。また、花粉の少ない森づくり運動を展開して、企業や都民等と連携した森林

整備を行う。

① スギ・ヒノキ林の伐採・搬出及び植栽・保育

森林所有者と財団との間で立ち木の買取り及びその跡地の森林整備に関する契約を

締結する。財団は当該契約地の立ち木を伐採・搬出し、販売する。その後、財団は伐

採跡地に花粉の少ないスギ等を植栽し、20 年間又は 30 年間保育管理を行う。

・主伐契約の年度別計画 （単位：ha）

年度 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 計

計画 50 50 55 55 60 60 55 55 50 50 540

② 貯木場の管理運営

伐採した木材を貯留し、仕分けるため、平成２０年度に設置した貯木場の管理運営

を行う。

・所在地：青梅市新町 6 丁目

・敷地面積：13,584 ㎡

・貯木面積：約 11,000 ㎡（格納庫兼管理棟、駐車場を除く）

・格納庫兼管理棟：1 棟

・作業機械：グラップル付ホイールローダ（１台）、グラップル付トラック（１台）

フォークリフト（２台）



18

③ 木材の販売

伐採した木材を用途別に仕分けて販売する。

   ・販売計画         （単位：㎥） 

区分 計画

Ａ材（建築用） 8,400

Ｂ材（合板用） 3,500

Ｃ材（チップ用） 9,000

計 20,900

         ＜参考＞平成 26 年度計画： 20,500 ㎥ 

④ 主伐材搬出補助

民間の伐採搬出を促進するため、伐採された材の運搬経費の一部を補助する。

⑤ 花粉の少ない森づくり運動

東京都と連携して、都民や企業等への募金活動や「森づくり支援倶楽部」を通じて、

花粉の少ない森づくりへの理解・協力を求めるとともにその普及啓発に努めている。

ア 企業の森

事業に賛同する森林所有者、企業・団体と森林整備に関する１０年間の協定を締

結して、企業・団体に花粉募金、森林整備費等相当額を寄附してもらう。企業・団

体は、社員研修などの場として活用できる。

なお、平成 27 年度の「企業の森」の新規契約数は２件を計画している。

＜「企業の森」契約締結実績＞

協 定 名 称 年度 面積（ha） 所 在

1 「企業の森・東芝（御岳）」 19 4.72 青梅市御岳

2 「東芝府中・日の出の森」 19 1.75 日の出町大久野

3 「武蔵野水道・時坂の森」 19 3.21 檜原村本宿

4 「企業の森・黒田電気（青梅）」 19 0.65 青梅市裏宿町

5 「企業の森・ＮＴＴコムウェア（青梅）」 20 3.14 青梅市柚木町

6 「企業の森・エムオーテック（あきる野）」 20 3.56 あきる野市小和田

7 「企業の森・東芝府中（青梅）」 21 3.17 青梅市成木

8 「企業の森・ネッツトヨタ多摩（青梅市成木）」 21 2.47 青梅市成木

9 「新宿の森 あきる野（企業の森）」 21 3.73 あきる野市戸倉

10
「サントリー天然水の森 奥多摩」

（企業の森・サントリー（檜原））
21 13.00 檜原村人里

11 「企業の森・いなげや（青梅）」 22 0.93 青梅市富岡

12 「企業の森・東栄住宅（あきる野）」 22 2.89 あきる野市小和田
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13 「企業の森・カナデン（青梅）」 22 0.46 青梅市柚木町

14 「美しい多摩川フォーラムの森（青梅）」 22 1.59 青梅市柚木町

15 「東京都交通局・１００年の森（青梅）」 23 1.25 青梅市富岡

16 「企業の森・社団法人青梅法人会（長淵）」 23 1.61 青梅市長淵

17 「企業の森・リコーロジスティクスグループ（御岳）」 23 1.76 青梅市御岳

18 「日野自動車 70 周年の森（御岳）」 24 2.29 青梅市御岳

19 「企業の森・清和綜合建物（御岳）」 24 0.45 青梅市御岳

20 「グリーンアークの森(御岳)」 25 5.10 青梅市御岳

21 「企業の森・あくなき創造の森（青梅柚木）」 25 1.16 青梅市柚木町

22 「富士通グループ・あきる野 企業の森」 26 0.73 あきる野市引田

23 「企業の森・環境ステーションの森(檜原)」 26 1.57 檜原村字上元郷

２６ 年 度 末 合 計 23 件 61.19

イ 花粉の少ない森づくり募金

都民や企業等への募金活動を行い、寄せられた募金は、「花粉の少ない森づくり」

（主伐事業）の費用に充てる。

・募金目標額 5 千万円

ウ 森づくり支援倶楽部

会費は、花粉の少ない森づくりの普及・啓発活動に充てる。

＜平成２６年度末現在会員数＞

・個人会員 351 名 （正会員 241 名・サポート会員 110 名）

・法人会員 23 団体 （賛助会員 9 団体・特別会員 14 団体）

（５）木質バイオマス事業

「カーボンマイナス東京 10 年プロジェクト」の一環として、下水汚泥の焼却時の都

市ガス使用量を減らし、二酸化炭素の排出削減を図るため、花粉発生源対策事業で伐採

された原木を原料としたチップ生産を行い、東京都下水道局へ供給する。

また、多摩産未利用材の利用拡大を図るため、奥多摩町公共温泉施設「もえぎの湯」

などへチップを供給する。

① 供給計画

東京都下水道局 多摩川上流水再生センター（昭島市） １,３００㌧

もえぎの湯（奥多摩町） ２５０㌧

② チップ製造施設等の概要

ア 設置場所

東京都西多摩郡奥多摩町氷川 1074 番外
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イ チップ製造機械一覧

・木材チッパー １台 ・グラップルローダ １台

・ホイールローダ １台 ・チップ運搬車両 １台

・工場建屋 １棟 （188.5 ㎡）

（６）森林を守る都民基金事業

① 森林総合利用事業

森林を活用して、都民が自然に親しみ、都市と山村の交流を深めることにより、都

民参加の森づくりを推進するため、「森林を守る都民基金」の果実を活用し、森林との

ふれあいの場を提供する事業を実施する。

○ 森林浴登山 ６回

○ 森林ふれあい教室 ４回

② 林業労働力就労安定事業

安定した林業労働力を確保するため、「森林を守る都民基金」の果実を活用し、就労

安定対策事業を実施する。

ア 現場技術者等育成事業

・林業機械講習等受講費の助成（20 件）

イ 林業労働災害未然防止事業

・林業事業体の現場技術者が購入する自己注射用エピネフリン注射液の購入費用の

助成（100 件）

（７）情報提供・普及啓発事業

① 東京の森と木ＷＥＢサイト運営事業

東京都、多摩地域の自治体や森林や林業に関する団体が構築したＷＥＢサイトの管

理・運営を受託し、都民への森林・林業の普及啓発、木製品・特産品等の情報を総合

的に発信する。

② 多摩産材情報センター事業

多摩産材の利用拡大を推進し、多摩の林業・木材産業の活性化を図るとともに、木

の良さや木を使うことの大切さを継続的に普及啓発・ＰＲするため設置された情報セ

ンターの運営を受託し、供給者・利用者各々の情報収集と相互に情報提供、供給者の

製品と利用者のニーズとのマッチングを行う。



21

５ 緑の募金・緑化推進事業（公益目的事業４）

緑の募金により森林整備と都市緑化を推進するとともに、東京を緑豊かな都市とするた

めの苗木生産供給を行う。

（１）緑の募金事業

全国の緑の募金活動と連携し、自治体、団体、企業、学校等からの募金を活用して普

及啓発、森林整備・都市緑化推進を行う。

① 緑の募金活動

東京における緑の募金活動の事務局として、募金協力団体への募金資材(緑の羽根、

募金箱、緑化運動ポスター、冊子等)の配布や、募金管理などを通じ、募金活動全般

を支える。

目標額 50,000千円

期 間 春期：３月１日～５月３１日 秋期：９月１日～１０月３１日

方 法 家庭募金、街頭募金、職場募金、学校募金、企業募金、その他

募金活動

強 化 策

ア 一般募金

① 募金協力団体等との情報交換やネットワークの強化を図り、

増強に努める。

② 積極的に各種イベントに参加し、ＰＲ及び募金への協力を呼

びかける。

③ 緑の募金に売上金の一部を募金する自動販売機の設置を拡大

する。

イ 事業指定募金

企業等へ、事業指定募金による森林整備事業への協力を働きか

ける。

協力団体

区市町村（町会・自治会等）、公・私立学校、ガールスカウト、

ボーイスカウト、森林パトロール隊、ＪＡ東京、森林木材関係団体、

東京都及び東京都関係団体、その他企業、個人、

ＮＰＯ法人森づくりフォーラムなど

② 普及啓発活動

ア 緑化運動ポスター原画・標語の募集(７～９月)、原画・標語展の開催(２月)及び

ポスターの掲示(募金協力団体等による)

原画・標語の募集対象：小・中・高校生等

イ ＰＲ活動

(ｱ) 都営交通全車両への車内広告(４月)

(ｲ) 緑の募金ＰＲ用花壇の設置(１０～２月)
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(ｳ) 新聞への広告掲載(西多摩新聞)(２月)

ウ 募金キャンペーン

(ｱ) 「みどりの感謝祭」への参加及び緑の募金キャンペーンの実施(５月)

(ｲ) 「木と暮しのふれあい展」、「東京都農業祭」などイベントへの出展(６月及び

１０～１１月)

エ 「緑の募金実績」の発行(年１回)

③ 森林整備・都市緑化推進事業

森林や樹木のもつ水源かん養、環境保全等様々な機能をより発揮させるために森林

を整備するとともに、山村住民と都市住民との交流を図り、森林・林業に対する理解

を深める。また、街や学校・福祉施設等に花苗や苗木を配布・植栽するなど、区市町

村とともに、都市の緑化を推進する。

ア 共生の森事業の実施

事業賛同者から預かった緑の募金等により、森林整備を図る。

(ｱ) 「奥多摩共生の森」事業

所在地：奥多摩町氷川字大沢入 面積：11.13ha

植栽：平成 15～17 年度 樹種スギ、トチノキ等

施業内容：除伐(植栽から 10 年経過したため)、見回り管理等を実施

(ｲ) 「共生・協働の森(成木)」事業

所在地：青梅市成木８丁目 面積：0.54ha

植栽：平成 21～22 年度 樹種スギ、ヒノキ、コナラ等

施業内容：下刈り等保育管理、募金者対象の体験イベントを実施

イ 緑の募金公募事業の助成

ボランティア団体等が実施する森林整備等に助成する。 ２０団体

ウ 募金協力団体の募金事業への助成

区市町村、ガールスカウト、ボーイスカウト等が実施する森林整備等に助成する。

４０団体

エ 社会公共施設(学校、社会福祉施設)の緑化事業への助成 １０か所

オ 自治会・企業による森林整備等への支援

(ｱ) 自治会による植樹

(ｲ) 企業による森林ボランティア活動

(ｳ) 企業による、区市町村への苗木配布

カ 国土緑化推進機構の事業を活用した森林整備等への支援

(ｱ) ふるさとの森林再生事業への助成 １件

(ｲ) 学校環境緑化モデル事業への助成 １件

(ｳ) ふるさとの杜・樹木活力調査の実施 ４件
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（２）苗木生産供給事業

公共事業や公共施設などの緑化推進に寄与するため、市街化区域内の農地を活用した

緑化用苗木の生産供給を行っている。東京都から業務を受託し、苗木の購入、栽培管理

及び堀取運搬を実施する。

【根拠法令等】 東京における自然の保護と回復に関する条例（平成 12 年 条例 216）

緑の東京 10 年プロジェクト（平成 19 年 6 月）など

① 苗木の購入計画

ア 購入本数 300 千本
イ 購入樹種 48 種

② 苗木の栽培管理委託計画

市街化区域内の農家に苗木の栽培管理を委託し、2～4 年間育成する。

ア 栽培本数 750 千本（平成 22～26 年度購入分）

イ 委託面積 21.0ha
ウ 委託契約 11ＪＡ（うち掘取運搬を含めた委託契約：5ＪＡ）

③ 苗木の供給計画

東京都の指示に基づき、都や区市町村等の公共事業、公共施設等に供給する。

ア 供給本数 300 千本
イ 供給樹種 48 種

【事業のしくみ】

東京都産業労働局（本庁：予算、実施：事務所）

農林水産振興財団
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６ 試験研究・成果還元事業（公益目的事業５）

（１）農林総合研究センター事業

東京都から業務を受託し、東京の農林業及び食品産業の振興を図るため、調査・試験・

研究を行うとともに、東京都の行政・普及部門との連携を図りながら、農林・食品事業

者や都民に対し技術支援や情報提供を行う。

① 試験研究事業

〔研究企画室〕

都民や生産者の多様なニーズを的確に捉えるとともに、将来を見通して東京の農林

業・食品産業の発展に有用な試験研究を推進する。平成２７年度は、東京オリジナル

の製品開発や生産力強化に向けた技術開発、食の安全安心確保など、新規１３課題を

含む５３の研究課題に取り組む。また、研究センターの効率的かつ効果的な運営のた

め、研究の進行管理と評価、産学公連携研究などの連絡調整並びに研究資源（研究人

材・フィールドなど）を活用した研究推進を行う。さらに、研究成果や各種情報の受

発信も積極的に行う。

ア 試験研究の効率的な運営・管理

イ 外・内部評価委員会の開催（４回）

ウ 研究成果発表会（１回）

エ 農業技術研修生の受入れ（10 名）

オ 各種研究報告書の発行

〔園芸技術科〕

東京農業の主力品目である野菜・果樹・花きについて、東京オリジナルの新品種や

新製品の開発、省エネ、省力、低コスト等に配慮した先進的栽培技術などの生産力強

化に向けた技術開発により、限られた農地で高収益を上げることのできる園芸作経営

を確立する。

ア バイテク技術等を利用した東京特産品種の育成〔研究課題 ６テーマ〕

イ 高品質・高付加価値農作物の育成〔研究課題 ２テーマ〕

ウ 園芸作物の生産性向上技術開発〔研究課題 ５テーマ〕

エ 農産物の安全性確保技術の開発〔研究課題 １テーマ〕

〔生産環境科〕

農作物の最適な生産環境と農産物の安全性を確保するため、化学合成農薬のみに依

存しない病害虫総合管理技術や、作物に最適な土壌管理技術、農薬の安全使用と残留

特性などの研究開発を行う。

ア 農産物の安全性確保技術の開発〔研究課題 ２テーマ〕

イ 病害虫総合管理技術（ＩＰＭ）の開発研究〔研究課題 ４テーマ〕

ウ 土壌総合管理技術及び農作物の機能性成分解明〔研究課題 ４テーマ〕
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〔畜産技術科〕

東京型酪農経営モデルの構築や、トウキョウ X の体外受精卵移植技術、家畜の繁殖

改善技術および乳房炎制御技術などを開発し、高品質・安全・効率的な畜産物の生産

により畜産経営の安定を図る。また、悪臭防除技術の開発など畜産環境の改善により、

都市と共存できる畜産を確立する。

ア 高品質・高付加価値農作物の育成〔研究課題 １テーマ〕

イ 畜産の生産性向上技術開発〔研究課題 ５テーマ〕

ウ 農産物の安全性確保技術の開発〔研究課題 １テーマ〕

エ 有機資源管理・利用技術の開発〔研究課題 １テーマ〕

〔緑化森林科〕

緑あふれる東京を創出するとともに、東京の植木産業の振興を図るため、様々な都

市空間における緑化技術の開発や緑化場面を彩る新樹種の選定を行う。

また、東京の森林産業を育成し、都民共有の財産である森林をより価値のあるもの

として再生・保全するため、広葉樹林や花粉の少ない森林など、将来を見据えた森林

づくりに向けた技術開発を行う。

ア 緑化植物を活用した都市環境改善技術の開発〔研究課題 ２テーマ〕

イ 豊かな森づくり技術の開発〔研究課題 ４テーマ〕

〔江戸川分場〕

地域特産作物の安定した生産や都市型の高度集約農業を展開する江東地域の農業生

産の振興を図るため、コマツナなどの軟弱野菜の生産安定技術、パンジー・ポインセ

チアなどを鉢花・切り花利用する上での生産安定・商品性向上技術を開発する。

ア 江東地域における高度集約型園芸技術の開発〔研究課題 ３テーマ〕

〔食品技術センター〕

歴史と伝統に培われた東京の食品産業の強みを活かし、各食品分野において競争力

のある魅力的な製品、安全性や機能性などに着目した製品、都内産の農林水産物を活

用した製品などの開発に取り組む。また、先進性が高く、波及効果の大きい技術開発、

製品開発を目指すことにより都内食品産業の活性化を図る。

ア 食の安全性確保技術と機能性食品の開発〔研究課題 ２テーマ〕

イ 地域の資源を活用した食品開発〔研究課題 ６テーマ〕
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② 受託・共同研究事業

農林総合研究センターが有する現場に密着した試験研究の蓄積を活かし、生産現場

の課題解決や政策課題の実現をめざした研究を推進するため、都から先端的施設園芸

技術を開発する「東京農業イノベーションプロジェクト」や「ＰＰＶ緊急防除区域に

おけるウメの早期成園化技術の実証試験」を受託するなど、都や国、民間からの受託

研究を推進する。

また、公設試験研究機関として農林総合研究センターの研究力を向上させるため、

競争的資金などの外部資金を活用して、企業・大学・国の独立行政法人研究機関など

と連携し共同研究（２５件）を行う。農商工連携研究など分野横断的な研究開発にも

積極的に取り組む。

③ 調査・分析等業務

東京都が定める要領等に基づき、農畜産物の成分や農薬残留などのモニタリング調

査業務などを実施し、その結果を都に報告する。

ア 高品質畜産物普及定着事業

受精卵移植を行う中核的な技術者等の養成を行うため講習会を開催する。また、

牛群検定組合加入農家を対象に乳成分分析結果に対する指導を実施する。

イ 畜産環境対策事業

畜舎排水の分析調査を行い、畜産農家の水質汚濁防止に関する状況を報告する。

ウ 農産物安全確保調査分析事業

都内産農産物の残留農薬分析や放射性物質の測定（600 検体）を行い、安全性確

保のためのデータを報告する。また、その他の有害物質の土壌・作物中の含有量を

調査し、農産物の安全性確保に供する。

エ 農薬適正指導強化事業

農薬を適正に使用した場合の農作物や土壌中の残留性等の追跡調査を実施し、農

薬の安全性を確保するための基礎資料を提出する。また、東京特産作物に対する農

薬の効果・残留試験を実施し、登録拡大に向けた資料を作成する。

④ 技術相談・依頼試験・試験機器の利用公開

生産者等からの技術相談に応じるとともに、依頼を受け、分析等の業務を行う。

また、食品技術センターの研究設備を貸し出して、食品企業等の研究開発に資する。

・技術相談 1,100 件

・依頼試験 448 件

・試験機器利用 810 件
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〈研究施設の概要〉

立川庁舎、青梅庁舎、江戸川庁舎、日の出試験林および食品技術センターの各施設

で試験研究を行う。

施 設 名 建 物 面 積 土 地 面 積

立川庁舎 11,564.14 ㎡(36 棟) 149,884.23 ㎡

青梅庁舎 10,519.33 ㎡(77 棟) 258,409.44 ㎡

江戸川庁舎 2,870.98 ㎡(12 棟) 19,772.75 ㎡

日の出庁舎 ＜75.64 ㎡( 6 棟)＞ 127,448.56 ㎡

食品技術センター 1,906.21 ㎡ (秋葉原庁舎１階の一部および 6～8 階)

※農林総合研究センター機能の維持

東京都による農林総合研究センター（立川庁舎）の大規模改修計画に伴い、立川庁

舎の敷地内に仮設庁舎を設置するとともに、研究部門の一部を他の研究施設へ一時移転

することにより、農林総合研究センターの調査・試験・研究等の機能を維持する。
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（２）農林水産資源拡大事業

種畜、種苗などの農林水産資源を生産・配付して、農林水産業振興に資するために以

下の事業を実施する。

① 栽培漁業センター事業

東京都から業務を受託し、島しょ地域の磯根資源の維持増大を図り、基幹産業の漁

業を支援するため、アワビ・サザエ種苗の生産・配付、及びフクトコブシ種苗の生産

を行う。

なお、平成２３年国内でアワビ類の感染症（キセノハリオチス症※）が確認された

ため、国は「キセノハリオチス症防疫ガイドライン」を策定し、東京都においても種

苗の生産・配付を行わないこととした。平成２５年９月、国のガイドラインの一部が

改正され、ＯＴＣ（オキシテトラサイクリン：抗生物質）の投与によって陰性が確認

された親貝を使用した種苗生産が認められた。このため、これに基づく都の方針によ

りフクトコブシ種苗の生産を再開する。

ア 種苗生産

平成２７年度種苗生産・配付規模

アワビ
配付 種苗 24.18 万個の配付

生産 28 年度配付用種苗の採卵・飼育

サザエ
配付 種苗 105.94 万個の配付

生産 28 年度配付用種苗の採卵・飼育

フクトコブシ
配付 休止

生産 28 年度配付用種苗の採卵・飼育

イ 施設管理

栽培漁業センターの施設の維持管理を行う。

ウ 試験研究

健康で活力ある種苗の育成技術開発に係る研究等を行う。

・フクトコブシ種苗生産試験（継続・キセノハリオチス症対策）

※キセノハリオチス症(OEA(国際獣疫事務局)リスト疾病)は、アワビ類(クロアワビ、

エゾアワビ、メガイアワビ、トコブシ等)以外の魚介類には感染せず、人にも感染しな

い。17℃程度以上の水温で発症し、摂食障害、衰弱、足筋の委縮などの症状が出る。

国内では平成 23 年 3 月に初めて鳥取県で確認された。

② 奥多摩さかな養殖センター事業

東京都から業務を受託して冷水性魚類の種苗を生産し、河川漁協や養殖漁協などへ

配付することによって、内水面の水産資源を維持するとともに、内水面漁業者の経営

の安定化及び地域産業の活性化に資する。また、生産する種苗の質の維持向上及び魚

病対策を行う。
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ア 種苗生産

ニジマス、ヤマメ、奥多摩やまめ及びイワナの種苗を生産・配付する。

平成２７年度配付規模

品 種 配 付 数

ニジマス 稚魚 25 万尾、発眼卵 21 万粒

ヤマメ 稚魚 24 万 5 千尾、発眼卵 100 万粒

奥多摩やまめ 稚魚 2 万尾、発眼卵 9 万粒

イワナ 稚魚 1 万尾、発眼卵 10 万 1 千粒

上記に関わる養殖の技術指導を行う。

奥多摩やまめの振興に関する技術開発及び普及を行う。

イ 施設管理

奥多摩さかな養殖センターの施設（入川、海沢の２箇所）の維持管理を行う。

③ 青梅畜産センター事業

東京都からの補助を受けて、安全で高品質な肉や卵を都民に供給するため、畜産農

家に対して「トウキョウＸ」、「東京しゃも」、「東京うこっけい」等の種畜の生産・配

付を行う。

また、これらの畜産物の生産拡大を図るための技術指導、飼育農家の開拓や都民消

費の拡大、畜産業に対する啓発活動等（家畜とのふれあいや食農教育）も併せて実施

する。

なお、農林総合研究センター畜産技術科と協力し、青梅庁舎における鳥インフルエ

ンザ、口蹄疫、豚流行性下痢（ＰＥＤ）等の家畜伝染病への予防対策を強化していく。

ア 種畜生産・配付

平成２７年度種畜配付規模

種畜の種類 配 付 数

トウキョウＸ 種豚 雄 40 頭・雌 120 頭

東京しゃも 24,000 羽

ロードアイランドレッド 1,000 羽

東京うこっけい 14,000 羽

受託孵化 種卵 50 個

上記に関わる飼育技術・衛生管理指導を行う。

イ 施設管理

青梅畜産センターの施設の維持管理を行う。

・建物面積 2,135.88 ㎡

・土地面積 5,409.45 ㎡
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（３）環境保全型農業の推進事業

有機農業などの環境と調和した環境保全型農業を推進するため、優良堆肥の生産配布

を通じ、堆肥づくりや堆肥の利用等について広報・普及を図る。

① 有機農業堆肥センター事業

財団の自主事業として、東京都からの補助を受けて優良堆肥を生産し、堆肥を有効

に活用する農業者や有機農法の実践農家等へ有償配布する。

また、堆肥の生産、利用等の情報交換を図り、積極的に施設・技術を公開し、循環

型社会の仕組みづくりや環境と調和した農業の推進に役立てる。

なお、堆肥の安全性の確認と供給先農家に安心して使用してもらえるよう、生産し

た堆肥の放射性セシウムを定期的に測定する。

ア 堆肥生産目標量 465ｔ

イ 堆肥供給目標量 465ｔ

ウ 優良堆肥生産技術の実証、視察・研修の受け入れ、情報交換、講習会の実施
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Ⅲ 法人管理 

１ 評議員・評議員会 

（１）評議員１１名以上２１名以内 

（２）評議員会の開催（定例１回：６月下旬） 

 

２ 理事・理事会 

（１）理事７名以上９名以内 

（２）理事会の開催（定例３回：６月上旬、１１月下旬、３月下旬） 

 

３ 内部管理の推進 

（１）コンプライアンス及び情報の共有化の徹底 

  ・コンプライアンス委員会の開催による各種取組の進行管理 

  ・安全衛生年間計画の着実な実施による労働災害の防止 

・汚職防止委員会の定期的開催等による汚職等非行の防止 

  ・自己検査の実施による適正な経理事務処理 

 

（２）固有職員の育成 

・中核的人材への育成に向けた研修の充実、ジョブローテーションの実施 

 

（３）危機管理能力の維持・向上 

・ＢＣＰ等に基づく訓練実施による脆弱性の把握と改善 

・鳥インフルエンザ対策訓練の継続実施 

  ・豚流行性下痢（ＰＥＤ）対策の継続実施 
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Ⅳ 参考資料 

１ 組織の概要 

（１）機構 

財団の機構は、３つの法定機関で構成されており、その組織及び任務は次のとおりで

ある。 

 また、東京都知事からの指定を受け、６つの指定法人として事業を実施している。 

＜法定機関＞ 

① 評議員会 

すべての評議員をもって構成し、理事及び監事の選・解任、常勤理事の報酬の総 

額、貸借対照表及び正味財産増減計算書の承認の他、法令や定款で定められた事項 

を決議する。 

   （１）評議員人数：１１名以上２１名以内 

   （２）定例評議員会：年１回（６月下旬） 

 

② 理事会 

すべての理事をもって構成し、業務執行の決定、理事の職務の監督、代表理事・ 

業務執行理事の選定・解職、事業計画書及び収支予算の承認の他、法令や定款で定 

められた職務を行う。 

○ 理事長・・・財団を代表し、その業務を遂行する。 

○ 業務執行理事・・・理事長を補佐する。 

○ 理事・・・理事会を構成し、職務を遂行する。 

   （１）理事人数：7 名以上９名以内 

   （２）定例理事会：年３回（６月上旬、１１月下旬、３月下旬） 

 

③ 監事 

財団の業務及び財団の状況、ならびに理事の職務の執行を監査し、監査報告書を 

   作成する。 

必要がある場合は、評議員会・理事会で報告する。 

（１）監事人数：１名以上２名以内 

 

 

 

 

 



33 
 

 ＜法令による指定法人＞ 

  ① 東京都青年農業者等育成センター 

    「青年等の就農促進のための資金の貸付等に関する特別措置法」に基づき、新規

就農者及び就農希望者を雇用・育成していこうとする農業法人等に対し、就農に必

要な資金（「就農支援資金」）の貸付を行う法人。 

当財団は、事業を実施する都内唯一の機関として東京都知事からの指定を受けて 

いる（平成８年４月）。 

 

  ② 東京都林業労働力確保支援センター 

    「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づき、林業への就業の円滑化、認

定事業主による雇用管理の改善及び事業の合理化を推進するため、研修や求人の委

託募集、林業就業資金や高性能林業機械の貸し付け及び就労希望者に対する相談・

指導などの支援を行う法人。 

    当財団は、事業を実施する都内唯一の機関として東京都知事からの指定を受けて 

いる（平成１０年４月）。 

 

 ③ 東京都農地中間管理機構 

   「農地中間管理事業の推進に関する法律」に基づき、農地を継続的に有効活用し、

担い手の経営規模拡大等による農地利用の効率化・高度化を促進するため、農業振

興地域における農地の借受け、貸付け等を行い、担い手への農地集積・集約化を支

援する法人。 

   当財団は、事業を実施する都内唯一の機関として東京都知事からの指定を受けて

いる（平成２６年１２月）。 

 

  ④ 東京都野菜価格安定法人 

「野菜生産出荷安定法」に基づき、指定野菜事業等の適正な実施を図るため、野 

   菜価格の安定を目的として都道府県の区域を単位として設立された法人。 

    当財団は、事業を実施する都内唯一の機関として東京都知事からの指定を受けて 

いる（平成３年３月）。 

 

  ⑤ 東京都肉用子牛価格安定基金協会 

「肉用子牛生産安定等特別措置法」に基づき、肉用牛生産者補給金制度の運営を 

   確実かつ円滑に実行し、肉用牛生産農家が生産者補給金交付契約を締結する法人を 

明確化するため、都道府県の区域を単位として設立された法人。 

    当財団は、事業を実施する都内唯一の機関として東京都知事からの指定を受けて 

いる（平成１５年４月）。 
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  ⑥ 東京緑化推進委員会 

「緑の募金による森林整備等の推進に関する法律」に基づき、緑の募金の健全な 

発展と併せて緑化運動を推進するため、都道府県の区域を単位として設立された法 

人。 

    当財団は、事業を実施する都内唯一の機関として東京都知事からの指定を受けて 

いる（平成１０年４月）。なお、当委員会の業務の運営に関する重要事項を調査審議

する「緑の募金運営協議会」を年２回開催している。 

 

 

＜指定管理者制度に基づく事業受託＞ 

 ① 東京都立食品技術センター 

    東京都より指定管理者としての指定を受け、東京都立食品センター事業を受託し 

ている。 

   【受託期間】 平成１８年４月１日～平成２３年３月３１日（５年間） 

          平成２３年４月１日～平成２８年３月３１日（５年間） 
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（２）組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評議員会 

理事会 監事 

事務局 

管理課 

事業課 

農業振興課 

森の事業課 

研究企画室 

食品技術センター

江戸川分場 

緑化森林科 

畜産技術科 

生産環境科 

園芸技術科 

栽培漁業センター

奥多摩さかな養殖センター 

青梅畜産センター

有機農業堆肥センター

緑化推進室 

花粉対策室 

花粉の少ない森づくり運動 

農林総合研究センター
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（３）職員数 

 

（単位：人） 

所属 

管 

理 

課 

事 

業 

課 

農 

業 

振 

興 

課 

森 

の 

事 

業 

課 

農 

総 

研 

合 

 

計 

財

団

固

有 

職  員 8 7 5 3 5  28 

任期付契約職員 

（嘱託員） 
5 6 4 11 22  48 

計 13 13 9 14 27  76 

都

派

遣 

職  員 7 15 4 20 78  124 

再 雇 用 0 0 0 0 0  0 

計 7 15 4 20 78  124 

合   計 20 28 13 34 105  200 

※ 理事長を除く                 （平成２7 年４月１日付配置数） 
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２ 事業計画総括表 

    （単位：千円） 

事業区分 事業明細 
事業規模 

27 年度予算 26 年度予算 

公益目的

事業 

公１ 後継者等対策事業 59,917 109,121

（１）新規就業者支援事業 

（２）経営活動促進事業 

（３）都民交流事業 

（４）林業労働力確保支援センター事業 

（５）情報提供・普及啓発事業 

9,303 

7,704 

9,634 

32,322 

954 

16,968

8,020

9,187

74,002

944

公２ 経営安定対策事業 59,537 46,747

（１）農作業サポーター支援事業 

（２）東京農業の産業力強化支援事業 

（３）農地保有合理化事業 

（４）農地中間管理事業 

10,304 

30,497 

6,019 

12,717 

10,392

30,940

5,415

0

公３ 森林整備事業 1,759,378 1,568,659

（１）分収林事業 

（２）都民との協働による森林づくり事業 

（３）都行造林事業 

（４）森林循環促進事業 

（５）木質バイオマス事業 

（６）森林を守る都民基金事業 

（７）情報提供・普及啓発事業 

449,145 

35,776 

38,160 

1,159,338 

36,406 

16,741 

23,812 

141,854

4,601

42,196

1,311,296

35,421

12,061

21,230

公４ 緑の募金・緑化推進事業 379,849 396,318

（１）緑の募金事業 

（２）苗木生産供給事業 

58,649 

321,200 

59,502

336,816

公５ 試験研究・成果還元事業 1,035,631 1,687,926

（１）農林総合研究センター事業 

（２）農林水産資源拡大事業 

（３）環境保全型農業の推進事業 

664,806 

336,167 

34,658 

1,256,998

396,310

34,618

 合      計 3,294,312 3,808,771
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（単位：千円） 

 

※ 事業規模は事業費を記載 

事業区分 事業明細 
事業規模 

27 年度予算 26 年度予算 

その他 

事業 

他１ 生産安定対策事業 74,241 76,342

（１）野菜価格安定対策事業 

（２）畜産振興事業 

46,135 

28,106 

50,010

26,332

合      計 74,241 76,342

総      計 3,368,553 3,885,113
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３ 収支の概要 

（単位：千円） 

区分 収益／費用 内    訳 金 額 

公益目的

事業会計 

収   益 

基本財産運用益 

特定資産運用益 

事 業 収 益 

受取補助金等  

その他収益等 

3,700

14,677

238,579

1,748,281

1,260,811

  計 3,266,048

費   用 事 業 費 3,294,312

当 期 経 常 増 減 額 △28,264

収益事業 

等 会 計 

収   益 

基本財産運用益 

特定資産運用益 

受取補助金等  

その他収益等 

3

26

50,282

23,930

計 74,241

費   用 事 業 費 74,241

当 期 経 常 増 減 額 0

法人会計 

収   益 

基本財産運用益 

特定資産運用益 

受取補助金等  

その他収益等 

9,360

50

153,208

2

計 162,620

費   用 管 理 費 165,116

当 期 経 常 増 減 額 △2,496

合  計 

収        益 3,502,909

費        用 3,533,669

当 期 経 常 増 減 額 △30,760

一般正味財産期末残高 475,925

指定正味財産期末残高 4,726,741

正味財産期末残高 5,202,666
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